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社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会第１０回物流小委員会及び 

交通政策審議会交通体系分科会物流部会第６回物流体系小委員会合同会議 

平成２７年１０月１３日 

 

 

【事務局】  定刻となりましたので、ただいまから第１０回物流小委員会及び第６回物

流体系小委員会の合同会議を開催いたします。委員の皆様方におかれましては大変お忙し

いところお集まりいただきまして誠にありがとうございます。またお昼時の開催となりま

して大変恐れ入ります。本日の小委員会は、秋以降の検討事項とされております物流事業

者の国際競争力の強化及び物流分野における先進的技術の導入・活用に関して事業者等の

皆様からヒアリングを予定しております。 

 まずお手元の資料を確認させていただきます。本日の資料は議事次第の次の配付資料一

覧に列挙されているとおりでございますので、過不足等ございましたら事務局までご連絡

いただければと思います。また両部会の運営規則により、この合同会議につきましては原

則として議事・議事録の公開をすることとなっております。議事録につきましては委員の

皆様のご確認をとった後に、会議資料とともにホームページで公開することとなっており

ます。なお、本日は物流小委員会の委員総数５名中４名、物流体系小委員会の委員総数５

名中３名が出席され、定足数を満たしておりますので、本委員会は有効に成立しているこ

とを報告させていただきます。 

 報道関係の皆様におかれましては、事前にお知らせしましたとおり、これより先はカメ

ラ撮影についてはご遠慮いただければと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

（カメラ退室） 

【事務局】  それではこの後の進行につきましては根本委員長にお願いいたします。よ

ろしくお願いします。 

【根本委員長】  それでは早速議事に入らせていただきます。本日は資料をたくさんご

用意いただいているところであります。効率的に進行していきたいと思います。ご協力の

ほど、よろしくお願いいたします。 

 まず議事１として、物流事業者の国際競争力の強化についてヒアリングを行いたいと思

いますが、それに先立ち、国土交通省より先週大筋合意がされた環太平洋パートナーシッ

プ協定の概要についてご説明いただきたいと思います。それではよろしくお願いいたしま
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す。 

【勝山国際物流課長】  国際物流課長をしております勝山でございます。先週１０月５

日に大筋で合意されましたＴＰＰの概要についてご説明いたします。お手元の資料１をご

覧いただきながらお聞きいただければと存じます。 

 ＴＰＰは、ご案内のようにアジア・太平洋地域におきまして２１世紀型の貿易・経済活

動の基本的なルールを定める経済連携協定でございまして、交渉参加国１２カ国は世界の

ＧＤＰの約４割を占めるなど、締結されれば非常に大きな自由経済圏が誕生いたします。

ものの関税だけではなくて、サービス・投資の自由化を含めまして、知的財産、電子商取

引、国有企業の規律、環境など、全２１に及ぶ幅広い分野で２１世紀型のルールを構築す

るものでございます。成長著しいアジア・太平洋地域に大きな自由経済圏をつくり出すこ

とによりまして、域内の人、もの、資本、情報の往来が活発化し、この地域を世界で最も

豊かな地域にすることに資するものでございます。 

 物流事業者に関連する具体的な合意事項についてでございますが、資料の下のほうでご

ざいます。１つ目としまして輸出入許可手続、行政手続等の物品の貿易を行う上での基本

的なルールを規定いたします。例えば輸出入許可手続の新設・改正に当たっての事前通報

努力義務などが規定されます。 

 ２つ目といたしまして、市場アクセス改善として、原則全てのサービス及び投資分野を

自由化の対象といたしまして、日本企業の海外進出の観点から諸規制の緩和や撤廃が進展

いたします。例えばベトナムでは、コンビニ・スーパーなどの小売流通業の出店の際の審

査制度の廃止や、マレーシアでの小売業への外資規制の緩和がなされます。ちなみに、運

送業に係る外資規制につきましては各国留保をつけておりまして、現状と同様ということ

でございます。 

 ３つ目、政府調達につきましては、ベトナム、マレーシア、ブルネイにおける日本企業

の政府調達市場参入機会を初めて国際約束として規定いたします。 

 今後でございますけれども、ＴＰＰ発効に向けた国内における国会承認手続や、関連法

案等を含めた総合的な対策を講じていくことになってございます。簡単ではございますが

以上でございます。 

【根本委員長】  ありがとうございました。ご質問、あろうかと思いますけれども、物

流事業者の国際競争力強化についてのヒアリングが２件終わった後で一括してお受けした

いと思います。本日ご説明をいただく方をご紹介申し上げたいと思います。日本海事協会



 -3-

認証サービス企画部副参事、川村様でいらっしゃいます。 

【日本海事協会（川村）】  日本海事協会の川村と申します。よろしくお願いいたします。 

【根本委員長】  日本ロジスティクスシステム協会企画推進部部長、中島様です。 

【日本ロジスティクスシステム協会（中島）】  日本ロジスティクスシステム協会、中島

と申します。よろしくお願いいたします。 

【根本委員長】  このお２人からそれぞれ１０分程度お話をいただきまして、その後質

疑応答を含め意見交換を行うこととしたいと思います。それでは川村様、よろしくお願い

いたします。 

【日本海事協会（川村）】  改めまして日本海事協会の川村と申します。本日は弊会の国

際認証に関する取組について説明させていただきます時間をいただきましたことに感謝申

し上げます。 

 それでは早速でございますが、お手元の資料について説明させていただきたいと思いま

す。今から座って説明させていただきます。 

 まず１ページめくっていただきまして目次でございます。本日の私からの説明ですが、

弊会の概要に始まりまして、最後のまとめまで１０項目について説明させていただきたい

と思います。弊会の主たる業務であります船級登録・船舶検査についても織りまぜながら、

物流の分野における認証についてこれまでの取組と今後の課題及び目標についてお示しし

たいと思います。 

 まず弊会について簡単に紹介させていただければと思います。本部は千代田区紀尾井町

にあり、国内外に約１３０の支部等を有する組織です。１８９９年に設立、既に１００年

以上の歴史を有しております。主たる業務である船級登録・船舶検査においては、世界で

１、２を争う機関となっております。船舶検査以外の業務として、ＩＳＯなど国際規格に

係る認証、それから海技教育訓練分野の認証、さまざまな認証分野の業務を行っていると

ころでございます。 

 弊会の主たる業務は船舶検査・船級登録でございますが、次のページで海上輸送に係る

条約とその遵守スキームについて説明させていただければと思います。ご存じのとおり海

事に係る国際機関としましては国際海事機関、ＩＭＯがございます。ＩＭＯで船舶の安全、

環境汚染の防止といった海事関係の条約が策定され、ＩＭＯで策定される条約の遵守義務、

こちらは一義的には旗国、すなわち条約の締約国が負うことになります。しかしながら、

旗国から正当に権限を与えられた各国の船級協会、旗国にかわって船舶検査を執行する仕
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組みができ上がっております。弊会は世界１１１カ国から代行機関、ＲＯと略しますが、

Recognized Organizationの認定を受けておりまして、前ページで申し上げましたとおり、

世界で１、２を争う船級協会として業務を遂行しているところでございます。 

 主たる業務である船級業務につきましては弊会は世界で１、２と申し上げましたが、競

争相手でありますノルウェー及びドイツのＤＮＶ－ＧＬ、フランスのBureau Veritas、英

国のLloyd's Registerといったところは幅広く認証業務を展開して、売上高、職員数を拡

大してきています。その結果、認証業務を含む事業全体を見ますと、弊会は事業所数はか

なり多くて拮抗していると言えると思いますが、売上高では競争相手の千億単位と比較し

て百億単位、１桁違いという実績になっております。 

 このような状況の中で、今年に入って日経ビジネスに、ルールは守るよりつくるという

記事、さらにはルール形成、日本が抱えるもう一つの課題という記事が掲載されました。

記事の内容は、国際的な認証においてはみずからが基準、つまりルールをつくって主導権

を握る必要があると。そうではありますが、そのために大きな役割を果たす認証機関が、

我が国では残念ながら他国と比較して小規模にとどまっているということ、そして海外の

ような有力な認証機関の必要性が指摘されているところです。 

 海事分野に限って申し上げますと、弊会はかなり高い地位にあると位置づけられます。

ただし、幅広い認証分野に照らすと日経ビジネスの指摘はそのとおりと言わざるを得ませ

ん。海事分野で培った知見や経験は非常に豊富でありますので、それを他分野に活用でき

ないかということで着目したのが物流分野でございます。一昨年の総合物流施策大綱を踏

まえまして、海上国際輸送の既存システムの陸上分野への応用について検討いたしました。 

 まず応用する分野である物流に関し、世界銀行が実施している、Logistics Performance 

Indexという指標による評価に着目いたしました。この評価を見ますと、ドイツ、シンガポ

ール、アメリカ、我が国といった国が高い水準にあると評価されています。その一方でミ

ャンマー、ラオス、カンボジア等、東南アジアの国々は今後高い水準を目指していく必要

があると言えます。このＬＰＩの評価も踏まえ、今後の事業展開として２つの方法が考え

られました。１つは最高水準からのアプローチで、最も成熟している欧米の物流品質に匹

敵することを認証する方法。もう一つが成長過程からのアプローチで、未成熟な国のレベ

ルアップを図り、一定の水準に達したものを認証する方法です。弊会はこのうち、成長過

程からのアプローチにより今後海事から物流分野への事業展開を図っていけるのではと考

えているところです。 
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 前ページで説明しましたＬＰＩのうち、カンボジア、ラオス、ミャンマーといった３カ

国は、ＬＰＩ３を目標水準としますとその水準に達していないことがわかります。この地

域の物流に関する水準はかなりばらつきがあると思いますが、これらのうち最も高い水準

にあるタイ、最も低い水準にあるミャンマーをピックアップして、地元の物流事業者等と

の意見交換を通じて調査を行いました。大メコン圏の国々、越境交通に関するＣＢＴＡと

いう協定を締結しています。しかしながらこの協定は未発効の状況にあることがわかって

おります。また比較的高水準のタイにおいては、全日本トラック協会さんが実施している

Ｇマークと同様のＱマーク制度があることがわかりました。比較的水準が低いミャンマー

は物流に関する法律が未整備というところもあります。ただし、クロスボーダーの物流認

証に対するニーズは持っていることがわかっております。日経ビジネスで、ルールは守る

より作るという指摘がございましたが、この地域は今からルールとなる基準を策定してい

くことが可能な分野・地域であると考えられます。そこでＡＳＥＡＮにおけるクロスボー

ダーの物流認証を提案できるかと考えております。 

 本資料の２ページ目で、海上輸送に係る条約とその遵守スキームについてお話しさせて

いただきました。同様のスキームを物流認証に当てはめることが可能かと考えております。

海事分野におけるＩＭＯのかわりに、例えば前のページで紹介いたしましたＣＢＴＡ、越

境交通協定、関税分野のＡＥＯ等のガイドラインといったものを添えます。これらの遵守

については海事分野では旗国、ここでは当該国と示しましたが、それぞれの国の義務とな

ります。これに係る認可等の手続を第三者機関、海事分野で言うところの船級協会でも実

施可能とすれば、法整備がおくれているミャンマーのような国でも統一された一律の水準

での認可が可能になると考えております。 

 次のページは、前ページのスキームに沿いまして当該国または第三者機関が行う認可あ

るいは認証について１つの例を示したものでございます。認証対象はフォワーダー、実運

送事業者、トレーニングセンターを考えてみました。まずページ右側のトレーニングセン

ターにつきましては、物流関係の教育訓練を実施する施設・設備、教育訓練のカリキュラ

ム、さらには指導者の力量を基準に照らして認証します。これによって施設そのものが認

証を受けた施設となるほか、当該施設において教育訓練を受けて、一定の課程を修了した

者に証明書を発行することが考えられます。 

 次にページ中央の実運送事業者につきましては、運送約款に基づいた取引の実施、整備

された規定類を用いたインフラ等の管理、従業員に係る教育訓練、こちらがきちんと遂行
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されているかどうかを確認・認証します。教育訓練に係る認証では、先に申しました認証

施設における修了証を取得しているか否かといったことも基準とすれば、従業員のレベル

アップを通じた事業所のレベルアップの躍進にもつながると思われます。さらにページ左

側のフォワーダーにつきましては、事業計画や下請事業者の選定基準の策定を基準として

設け、それらがきちんと整備・実施されているかどうかを確認・認証いたします。下請業

者の選定に関しては、認証を受けた実運送事業者であるか否かといった視点を盛り込むこ

とで実運送事業者の認証取得促進が期待されます。 

 次にＡＳＥＡＮの物流認証に係る事業の展開についてお話しいたします。基点としては、

比較的高水準にあるタイが適切と考えられます。ここから事業を開始し、大メコン圏の国々、

ＡＳＥＡＮ各国への順次展開、クロスボーダー認証へと発展させていくイメージでおりま

す。当面の課題としましては、まず認証に係る基準を考えなければなりませんので、現状

と問題点を把握しつつ、ＡＳＥＡＮに適した基準を策定していこうと考えております。基

準ができ上がりましたら、その周知を図りつつ、認証取得が可能となるよう弊会がサポー

トしていくことが考えられます。これらの事業展開は各国の規制当局の理解と協力が不可

欠ですので、並行して働きかけを行っていきたいと考えております。 

 次のページをご覧ください。前ページで紹介いたしました事業展開に関し、今年度のこ

れまでの事業についてお話いたします。本年７月中旬、改めてタイを訪問いたしました。

主な目的は、今後の事業展開におけるパートナーとして欠かすことができないタイ商工大

学とのＭＯＵの調印でした。このＭＯＵにより、ＡＳＥＡＮ物流認証、クロスボーダーの

調査といった事業に係るタイ商工大学との協力関係を構築することができたと考えており

ます。また、タイ政府を訪問しまして交通安全に関する企画、ＩＳＯ３９００１について

説明しております。先方に大きな関心を持っていただきました。タイ政府とも今後の事業

展開に必要となる良好な関係を構築できたのではないかと考えております。 

 次のページには事業の展開として弊会の目標を示しております。弊会が目指すところと

しましては、物流分野における代行機関ＲＯとなりましてさまざまな認証等を実施してい

くことです。そのためには体制の構築が必要ですが、既に海外事務所を数多く有しており

ます弊会は、既存の施設、資源を活用することが可能で、適宜強化を図っていくことが考

えられます。認証制度としましては、独自のものとして、８ページで紹介いたしましたＡ

ＳＥＡＮ物流認証の単独の国での実施、またタイのＱマークの認証をまず進めていきまし

て、経済海路を活用した開発プログラムを有する大メコン圏において同地域の越境交通協
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定を踏まえて、２国間の越境事業者の認可を実施し、最終的には多国間越境事業者の認可

へと発展させていければ、物流に関する多くの国のレベルアップに貢献できるのではない

かと考えております。 

 最後のページをご覧ください。これも弊会の目標という内容ですが、お話しさせていた

だければと思います。先に説明いたしました力のある国内の認証機関が必要という日経ビ

ジネスの指摘につきまして、弊会は候補の１つになるのではと考えております。弊会とし

ましては、海外進出を目指す国内企業のためのプラットフォームの役割を担うべく努力し

ていきたいとの考えです。これまでは海事分野が中心でしたが、他の分野への進出に向け

て専門機関や専門家の皆様の協力を得て、今後の幅広い分野における認証ゲームに取り組

んでいくことを考えております。 

 ただ、先に申し上げましたＡＳＥＡＮ物流認証のお話もそうですが、新たな分野への進

出は容易ではないことは十分に理解しております。１０ページの本年度の取組では、タイ

国政府を訪問して関係構築を図りました。本件認証を進めていくためには、さらに各国規

制当局等の理解を得ていくことが必要ですが、弊会のみでは何分力不足の感を否めないと

ころでございます。国の皆様におかれましては、政策対話その他を通じて政府間のパイプ

を既にお持ちかと存じます。本会の国際認証への取組について、政策対話その他の機会を

通じてＰＲしていただくこと、また基準の内容を含めまして各国政府から理解を得られや

すい制度設計の助言等、国からご支援をいただけると大変ありがたく存じます。 

 非常に駆け足での説明となりましたが、以上で私からの説明を終わらせていただきます。

ご清聴ありがとうございました。 

【根本委員長】  ありがとうございました。続きまして日本ロジスティクスシステム協

会、中島様、よろしくお願いいたします。 

【日本ロジスティクスシステム協会（中島）】  日本ロジスティクスシステム協会の中島

と申します。本日は私どもの人材育成事業とこれまでの国際グローバル対応等につきまし

てご報告、ご説明をさせていただければと思います。 

 まずめくっていただきまして、私どもの協会の設立の経緯等を書いております。私ども

日本能率協会系の団体として１９７０年に設立されました日本物的流通協会、同じく１９

７０年に日本生産性本部の関係団体として設立されました日本物流管理協議会の２つの団

体が１９９２年に社団化をいたしまして、社団法人日本ロジスティクスシステム協会とい

う形で設立されました。その後、法人改革の流れで、２０１０年に公益社団法人日本ロジ
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スティクスシステム協会に移行しております。 

 次に私どもの組織概要を書いております。設立は今申し上げたとおりでございます。活

動目的としましてはロジスティクスの高度化推進のための普及活動ということで、主に調

査研究事業、あるいはロジスティクス高度化に資する人材育成、それから私どものロジス

ティクス高度化を進めるためにいろいろな産業界の方々、ロジスティクス改革、あるいは

物流合理化に取り組んでおられますけれども、そういった企業事例の情報共有するための

大会、講演会の実施、そういったものをサポートする物流システム機器、提案機器、ある

いはＩＣＴ等のソリューションの展示会、国際交流といった事業を実施しております。１

０月１日現在で私どもの会員企業数は約８４０社という状況でございます。 

 次に設立以来の会員の推移が書かれておりますが、リーマンショック以降若干会員数が

減っておりまして、今現在８４０社という状況でございます。 

 次に会員の構成ですが、私どもはロジスティクスシステム協会ということで、いわゆる

業界団体ではございませんので、ロジスティクスにかかわる産業界の方々に会員として参

画していただいているということで、製造業の方々、あるいは物流会社の方々、それから

陸運・海運を含めた物流事業者の方々、流通業、サービス業の方々ということで、割合と

してはグラフに記載しているとおりで、いろいろな業種・業態の方にご参画をいただいて

おります。私どもも、こういった業種・業態の方々の企業価値を向上させるためのいろい

ろな事業を展開しているというスタンスで活動しているところでございます。 

 次に私どもの事業活動を幾つか書いておりますが、この中で私どもの主力となる事業が

一番上にありますロジスティクスの普及振興事業ですが、具体的に申しますと、先ほど申

しました物流システム機器、あるいは提案機器等のＩＣＴも含めた展示会事業、それから

その左横に書いております人材育成事業、これが主力の事業になっております。 

 次にＪＩＬＳの事業活動、ロジスティクスコンセプト２０２０の発表と書いております

けれども、私どもの設立２０周年事業としまして、２０１２年に、これからのロジスティ

クスのあるべき姿ということでロジスティクスコンセプト２０２０を発表いたしました。

その中で１から５まで書いておりますが、いずれにしましてもロジスティクスを推進して

いくために人材育成が重要事項だという認識のもとに、我々、先ほど申しました主力事業

の１つであります人材育成事業を実施しているところでございます。 

 次に人材育成事業の概要を書いております。表側に事業形態を書いておりますけれども、

階層別、あるいはテーマ別の資格認定事業、資格認定講座といったもの、それからテーマ
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別のワンデー、ツーデーのセミナー事業、それから個別の企業の方々のニーズにあわせた

オーダーメードの社内教育、物流現場改善のために実際の物流現場を訪問いたしまして、

そこで物流技術の活用であったり、物流現場の運営等を研究する活動といったものを人材

育成事業として実施しております。 

 中でも私どもの人材育成事業の柱になっておりますのが資格認定事業ということで、ピ

ラミッドを書いておりますけれども、階層別、あるいはテーマ別に６つの資格認定事業を

実施しております。経営者向けのロジスティクス経営士、物流マネージャークラスを対象

といたしました物流技術管理士、国際物流のマネージャーを養成する国際物流管理士、環

境等をテーマにしましたグリーンロジスティクス管理士、物流現場の改善提案、あるいは

改善プログラムをつくっていける人間を育成するということで、物流現場改善士といった

ものを実施しております。資格の下に書かれております人数はこれまでの累計の人数とい

うことで、見ていただきますと物流技術管理士が９,７１３名で、これは物流マネージャー

の養成ということで、資格認定事業の中でも主力の事業になっております。製造業の方は

もちろんですけれども、物流事業者の方々も数多くご参加いただいておりまして、年間大

体３５０名から４００名の方々が受講されておられるという講座でございます。こちらが

私どもの主力事業でございます。 

 一方、我々のその中でのグローバルな対応ということで、次のページにそれぞれ円の中

にいろいろと書いております。左下に海外視察団と書いておりますけれども、設立当初、

あるいは前身の団体のころ、物流あるいはロジスティクスという概念が出てきたころにつ

きまして、まだ日本でも勉強していかなければいけないということがございまして、欧米

等への視察団を出しておりましたが、ここ数年はむしろ欧米よりもＡＳＥＡＮ、新興国へ

の視察が中心になっております。本日は時間の制約もありますので、その中で我々がグロ

ーバルの中で取り組んできたものということで、一番上にありますＡＰＬＦ、右下にあり

ます専門家派遣事業、調査事業を中心にご報告、ご説明をさせていただきたいと思います。 

 先ほどＡＰＬＦと申しましたが、アジア太平洋ロジスティクス連盟でございますけれど

も、１９９５年に設立されたものですが、実は私どものような団体がアジア・太平洋地域

各国に存在しておりまして、こういった関係機関・団体との情報連携を通じて現地の物流

事情、あるいは現地の物流人材の現状の情報交換をさせていただきまして、それをもって

私どもも相互に各国での物流人材育成の協力をしてまいりました。特に中国、韓国におき

ましては、先ほど私どもの資格認定事業の主力と申しました物流技術管理士講座をベース
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に、中国、韓国等で物流人材育成プログラムを開発して実施しておられると伺っておりま

す。 

 我々のグローバルな展開と先ほど申し上げたのですけれども、そうは申しましても特に

我々、現実的にやっておりますのがＡＳＥＡＮにおける物流人材育成が中心でございます。

次をめくっていただきますと、２００１年度以降、私どもが実施してきましたＡＳＥＡＮ

地域における物流人材育成に関する取組ということで、調査事業や人材育成事業をプロッ

トしております。この中で、一番上のタイで行いましたロジスティクス管理士資格認定講

座、それから２０１４年度に実施いたしましたＡＳＥＡＮ人材育成事業を中心に報告をさ

せていただければと思います。 

 次にロジスティクス管理士資格認定講座、ＬＱＳＰですけれども、これはそもそもは２

００６年に設置されました国際物流競争力パートナーシップ会議の行動計画に基づきまし

て実施してきた事業でございます。国際物流競争力パートナーシップ会議で日系企業との

国際競争力を強化していくために現地での人材育成事業が必要だということで、我々タイ

を含めＡＳＥＡＮ各国を調査いたしまして、中でも当時日系企業の進出が一番多いという

こと、その中でも物流ロジスティクスに関する人材育成のニーズが高いということで、タ

イにおいて我々が先ほど報告いたしました物流技術管理士講座の技術移管、それを実施で

きるカウンターパートの育成ということで２００８年から実施いたしまして、昨年まで継

続的にタイで実施しておりますが、７年間で１９４名の資格取得者が輩出されておる状況

でございます。もちろんこれはローカル企業さんも含まれますけれども、日系企業の製造

業、あるいは物流事業者の方々も数多く参加して、資格取得に努められて、それぞれの企

業の競争力、あるいは物流品質の向上に寄与しているということをタイからも報告を受け

ております。次のページに具体的なカリキュラムを書いております。 

 次のページに、先ほど申しました、その中でも２０１４年度に実施いたしましたＡＳＥ

ＡＮ人材育成事業についての報告をさせていただきたいと思います。これの正式名称は、

ちょっと長いんですけれども、ＡＳＥＡＮ地域における物流人材育成事業の展開可能性に

関する調査事業ということで、タイ、インドネシア、ベトナム、ミャンマー、カンボジア、

ラオスの６カ国において調査を実施いたしました。委託元は一般財団法人海外産業人材育

成協会、略称ＨＩＤＡさんからの委託事業ということで実施いたしました。 

 次のページにその事業の目的・進め方を書いておりますけれども、そもそもＡＳＥＡＮ

でこういった人材育成事業を進めることについては、一番下の枠の中に書いておりますけ
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れども、まずは日系企業で働く現地ローカルの方々の物流基礎力、実践力を高めていく。

それから同じく、日系企業さん等々とパートナーシップを組まれる現地ローカル企業の物

流基礎力、実践力を高めていくということで、これを通じて物流品質の向上、あるいは物

流コストの低減を実施することによって、日系企業、製造業はじめ物流事業者の方々の競

争力強化に寄与していくという目的で実施しております。昨年は、まずは対象国６カ国の

物流のレベルがどういう状況にあるのか、あるいは人材育成のニーズがあるのかないのか、

あるとすればどういったところにあるのかという調査をしまして、その中で対象国を絞り

まして現地での講習会を実施することによって、物流品質向上の意義であったり、物流コ

スト管理の重要性を認識していただくということで講習会を実施いたしました。あわせて、

現地の行政機関、あるいは関係機関との情報交流等を通じまして、今後の物流人材育成の

事業展開についても意見交換をしまして今後の展開をまとめたところでございます。 

 昨年度はその中でもベトナム、ミャンマーの２カ国を対象国として選びまして、ベトナ

ムでそれぞれ物流現場改善の基礎、あるいは物流コストの算定方法といったテーマで講習

会を実施いたしました。半日セッションの講習会で３日間実施したところでございます。 

 次のページに、同じようなプログラムをミャンマーでも実施したということで、ベトナ

ム、ミャンマーでそれぞれ１００名近くの方々が受講されたという実績でございます。 

 こういったことを受けまして、ＡＳＥＡＮにおける物流人材育成事業の今後の展開とい

うことで次のページに表をつけておりますけれども、２０１４年度を見ますと、現状とい

たしましてはＣＬＭＶ、カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナムでは物流の人材育成

に関するセミナー、あるいはそういった機会が少ないということがございました。またそ

れを教育できる人も少ないことがございました。また管理者クラスの方々は英語が堪能で

すので、欧米のロジスティクスに関する知識とかノウハウを理解しておられるのですけれ

ども、実際にそれを物流現場で実践していく、あるいは物流の経営に生かしていくという

ことになりますと、現地の方々からも言われていたのですけれども、日本式の物流管理の

技法が非常に有効だということがございましたので、これを今後展開していきたいと考え

ております。 

 表側にＡＳＥＡＮ全域と書いておりますけれども、物流人材育成のための講師候補をま

ずは育成していくことが非常に求められているということですので、前回は実際に我々が

日本人専門家を連れて行きまして現地で講習会をやっていたのですけれども、現地で根差

していくためには現地で物流の人材育成ができるトレーナー、人材を育成することが必要
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であろうということ、それから先ほど６カ国と申し上げたのですけれども、タイ、インド

ネシア、あるいはカンボジア、ラオス、ベトナム、ミャンマーと、各国での経済発展の状

況に応じて物流の発展段階も差がございますので、それに応じたセミナー、シンポジウム、

あるいは人材教育事業を実施することが、現地、あるいは日系企業の物流競争力に寄与す

ると認識しておりますので、そういったことを各国別に、当年度以降実施していく必要が

あるという認識でございます。 

 具体的には、今年度はまず、昨年実施いたしましたベトナム、ミャンマーのうち、ベト

ナムにおいてトレーナーズ・トレーニングを実施していく必要があるということで、経済

産業省さんの協力をいただきまして、今ベトナム日系企業、あるいはローカル企業のトレ

ーナー育成に着手しているところでございます。１２月に現地からトレーナー候補の方々

を招聘いたしまして、日本で研修・育成を行って、この方々が現地に戻って講習会、人材

育成を実施するところまでしていく予定でございます。こういった事業をベトナムをはじ

めＡＳＥＡＮの中で横展開をしていくことで各国の物流レベルを上げていく、あるいは物

流人材の強化をしていくということで、日系企業、製造業はじめ物流事業者の方々におい

ても競争力の強化に寄与していく活動を我々、今後も実施していきたいと思っております

ので、各省庁の方々、あるいは関係機関の方々の協力をいただきながら今後進めてまいり

たいということでございます。 

 現状、こういった取組をしております。こういった方向で今動いているというところを

ご報告、ご説明をさせていただきました。以上でございます。ご清聴ありがとうございま

した。 

【根本委員長】  ありがとうございました。３件のご報告があったわけですけれども、

ご自由にご意見・ご質問をお願いしたいと思います。時間の関係がありますので、質問を

何件かまとめて出していただきましてお答えいただこうかと思います。いかがでしょうか。 

【羽藤委員】  ２点ほど、前半の日本海事協会さんに対してですけれども、戦略として

は非常にわかるかなという感じであった反面、アジア全体を見ますと、中国とかシンガポ

ールの戦略に比べて、日本でやろうとしている認証制度の優れている点、あるいは彼らに

対して少し戦略が劣っているのじゃないかという、強み・弱みがあればお聞かせいただけ

ないかと思いました。 

 日本ロジスティクスシステム協会さんに対しては、人材教育という点でカリキュラムを

綿密に組まれて着実に人材を輩出されているなという印象を持つ反面、海外の大学、ある
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いは国内の大学、特に日本の大学ですとなかなか、一部の大学ではもちろんロジスティク

ス関係は非常に強いわけですけれども、一般の国立大学ですとそこは手薄だということで、

そういったところで国内の大学で留学生を招いて教育して帰していくとか、あるいは海外

の大学にそうしたロジスティクス関係の講座みたいなものをつくって、そういうところと

連携しながらやっていくといった戦略が考えられるのか、あるいはあくまでも大学とは切

り離してやっているということなのか、このあたりについてお聞かせください。 

【根本委員長】  他、いかがでしょうか。 

【岡田委員】  羽藤委員のご質問と若干絡む話ですが、人の教育の問題、あるいは人材

育成の問題に関しまして、技能実習制度という範囲での活用についての考えをお聞かせい

ただきたい。 

 もう一つですが、留学生とか、将来を担う人材の交流の仕組みは重要なポイントと考え

ます。入国管理上の課題もございますが、ＴＰＰの時代の中では外国人の活用が重要にな

ってくることは間違いないと考えます。現地での取組だけではなく、我が国での活用とい

う視点で見たときの考え方について、もしご意見があればぜひお聞かせいただきたいと考

えます。 

【根本委員長】  ありがとうございます。 

【小林委員】  ＩＳＯ３９００１というのは、ＩＳＯ９０００、ＩＳＯ１４０００と同

じようにマネジメントの規格ですね。そうしますとデジュールスタンダードだけでは実際

は何も動かないので、それを支援するシステムに関してデファクト標準化の動きがあるよ

うに思います。その辺の実態も教えていただきたいと思います。 

【根本委員長】  よろしいですか。 

【朝倉委員】  私は認証とは直接関係ないかもしれないのですけれども、こういった国

際物流の問題を議論する際には必ずデータのことが重要になってくると思うのですが、と

りわけクロスボーダーの国際物流のデータとして、そこそこ信頼できるものがあるのかな

いのか、もしあるとするとそれはどういう性格のものなのか教えてください。以上です。 

【根本委員長】  じゃあ。 

【兵藤委員】  私の質問は単純で、日本海事協会さんの３ページに、競争相手が１桁違

うと。その違いの最たるものは何なのだろうか、私も詳しくないものですから簡単にお答

えいただければと思います。以上です。 

【根本委員長】  ありがとうございました。それでは川村さん、中島さん、今幾つか質
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問が出ましたのでよろしくお願いいたします。 

【日本海事協会（川村）】  ご質問いただきまして、ご指摘ありがとうございます。まず

中国、シンガポールとして比較して強み弱みがあるかということでございますが、今現状

私どもがやろうとしていることは、ページで申し上げますと５ページにございますけれど

も、最高水準からと成長過程からという２つの方向性が考えられると申し上げました。私

どもは成長過程から進めていきたいと思っております。中国とかシンガポールとか、その

他欧米諸国につきましては、おそらく最高水準というところから見ますと非常に強いんだ

と思います。私どもが今からここに足を踏み入れていこうとしてもなかなか難しいと考え

ております。ですから、今から成長過程のところで、まだ水準があまり高くないところを

ターゲットとすることによって、我々の強みを今後つくっていきたいと考えているところ

でございます。 

 ２番目のご質問で、ＩＳＯ３９００１についてのご質問がございました。３９００１と

いうのは交通安全に関するマネジメント規格でございます。交通の安全という意味では私

どもは既に手をつけているところではあるのですが、安全だけではなくて物流企業がそれ

以外のマネジメントといったところについてもレベルを上げていけるような規格を考えて

それを認証していくことを考えているところでございます。 

 物流に関するクロスボーダーのデータなのですが、大変申し訳ありません、物流のデー

タを我々のほうでたくさん持っているわけではございません。今後必要に応じてデータ収

集等、タイの商工会議所大学と提携しておりますので、そういったところとも話を聞きな

がら、タイだけではなくて地域のクロスボーダーのデータ等収集を図っていきたいと思っ

ております。 

 最後に１桁違うというお話でございますが、船級業務、船舶検査という意味ではかなり

我々は力を持っているところではあるのですけれども、認証分野としましては、今マネジ

メント規格の認証もありますし、個別の技術の認証もあろうかと思います。我々の競争相

手でありますＤＮＶ－ＧＬ、Bureau Veritas、Lloyd's Registerはそういった幅広い分野

の認証を行っておりまして、幅広いがゆえに職員数も、我々は二千名弱ですが、３倍、４

倍の人数を抱えて事業に取り組んでいるところでございます。そういった幅広い認証業務

の部分が１桁以上の差にあらわれているものと私どもとしては考えておりますので、ここ

をなるべく近づけるように我々のほうでも幅広い認証をしていきたいということで、今回

物流認証に取組を進めているところでございます。以上でございます。 
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【根本委員長】  ありがとうございました。中島様。 

【日本ロジスティクスシステム協会（中島）】  ご質問ありがとうございます。まず１つ

目の、国内、海外を含めた大学との連携ですが、基本的に私どもは今まで産業界の方々の

育成に力を入れておりまして、そのカリキュラム作成、あるいは議論の中で学識者の方々

にご協力いただいて、学術的なところでのサポートをいただくことは実施していたんです

けれども、実際の大学での講義、あるいは学生の方々へのいろいろなカリキュラムの提供

が、ご指摘のとおり非常に弱いところがございまして、今後そういったところに取り組ん

でいこうということで、国内でもそういったことをやっていこうと思っておりますし、海

外においてはいわんやというところですので、今ＡＳＥＡＮの地域との連携を実施してお

りますが、その中で連携していけるところは実施していきたいと考えております。 

 もう一つ、留学生の育成についてはどうですかというご質問をいただきましたけれども、

留学生というか、いわゆる企業の方が現地の方を採用して、その方々の育成教育というこ

とでお手伝いをすることはあるのですけれども、留学生一般の方々に対してロジスティク

スの教育を実施していくところはまだ実績としてできていないところがございますので、

今後そういったニーズが高まってくると思いますし、特に集合教育というよりも、そうい

った面で言いますとネットとか、ｅラーニングといったものが有効な手だてとなってくる

のではないか、これは国内ももちろんそうなのですけれども、そういったものを今後研究

してまいりたいと思っております。 

 もう一つ、技能実習はどうですかというご質問をいただきましたけれども、私ども、ど

ちらかというと技能実習の中でも、フォークリフトといった現場のいろいろな技能につき

ましては、会員企業の方々からも技術伝承という意味できちんと伝えていかなければいけ

ないと言われておりまして、我々というよりもむしろ企業の方々、あるいは業界の中で協

力してやっておられるのが実情のようでございます。ただ海外に目を向けますと、そうい

ったことがやれるだけの余力がないことがございますので、そういったことも将来的には、

あまり悠長なことは言っていられないのですけれども、先ほどまずは人材育成と申し上げ

ましたが、３年、５年のスパンでそういったことも並行してやっていく必要があるのだろ

うという認識は持ってございます。まだ具体的にこういったことをやっていると報告でき

るものはないというところでございます。申し訳ございませんが、現状はそういったとこ

ろでございます。 

【根本委員長】  ありがとうございました。大学との連携、私も大事だと思っています
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けれども、あまり我々のほうでちゃんとしたプログラムを持っていなくてご協力できない

ようなところもあるのかなということで少し責任を感じていますけれども、何らかの形で

大学も貢献したいなと思います。時間になってしまいました。もう１件、大事な議事があ

りますので、国際物流関係はこの辺で終了したいと思います。どうもありがとうございま

した。 

 続きまして議事３、物流分野での先進的技術の導入、活用をめぐる動きについて、事務

局よりご説明があった後、関係者からのヒアリングに入りたいと思います。それでは事務

局、お願いいたします。 

【島田物流政策課長】  続きまして物流に関する技術のテーマに移らせていただきたい

と思います。物流をめぐりますさまざまな技術につきましては、メカニカルなもの、情報

通信技術を活用したものとさまざまございますが、事務局からは前半のメカニカルなもの

につきまして我々で勉強した内容を簡単にご報告申し上げます。資料４でございます。今

年１月からこういった物流技術に関しまして物流技術研究会ということで、調査会を設け

ましていろいろと検討を進めてございます。その中でパワーアシストスーツ、それから小

型無人機、今無人航空機と言っておりますが、この２つについて簡単にご報告申し上げま

す。 

 まずパワーアシストスーツでございますけれども、これはご案内のとおり、人の体に装

着いたしまして筋肉の動きなりを補助する装置でございます。右のページをご覧いただき

まして、パワーアシストスーツ関連資料ということで、これは実際にパワーアシストスー

ツを製造し、レンタル等をしている会社の資料でございます。セルの２をご覧いただきま

すと、パワーアシストスーツの現状ということで、大きく電動タイプとエアー駆動タイプ

の２つがあるということでございます。それぞれバッテリー、モーター、それから空気圧

の人工筋肉ということでございますけれども、補助の力がそれぞれ１５キロ、あるいは３

０キロ弱、重量も８キロから７キロ程度でございます。電動タイプの左側につきましては

今年の秋からレンタル及び販売が開始されるということで、空気圧のほうにつきましては、

もう既にレンタル及び販売をしているということでございます。 

 セルの３をご覧いただきたいと思いますけれども、それぞれ現にもう一部導入して実験

等をしている状況でございます。物流関係で行きますと、例えば辰巳商會さん、ホームロ

ジスティックさん、その他運送業さん、ギフトセンターでのお中元・お歳暮の発送作業で

現在利用が始まりつつあるということでございます。 
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 ４ページの普及への課題でございますけれども、１つ目はまだ価格が高いということで

ございます。２つ目に、使っている方からまだちょっと重いというご意見が出ているとい

うことでございます。それから現場の意識改革が必要ということでございます。パワーア

シストスーツを導入するのだからもっと重たいものを持てという使い方はあまりよろしく

ないのではないかというご意見がありました。あくまでも労働負担を軽減するという観点

で使うべきではないかというご意見があったということでございます。 

 次のページ以降も、これは三井物産さんでやっておられますパワーアシストスーツ、こ

れは電動のパワーアシストスーツで、実際に利用されている場面の写真をいただいており

ますので、ご参考までにつけております。その資料の青い色の表がついているページの上

のほうですけれども、運送業、倉庫業、港湾荷役の場面におきましては、例えばコンテナ

からの貨物の積み出し、あるいはパレットからコンベヤーへの積みかえ、棚からのピック

アップ、トラックへの積み込み・積み出しといった作業で利用を始めているということで

ございます。次のページ以降、その使用例の写真をつけているところでございます。 

 続きまして小型無人機の関係のご報告をいたします。これも物流技術研究会におきまし

て実際に実機を持ってきていただいて研究等いたしてございます。資料の途中に航空法の

一部を改正する法律の概要ということで、先ほどのパワーアシストスーツの後に資料をつ

けてございます。これは先日終了いたしました国会において法律が改正されたということ

でございます。中身としましては、現在法規制のなかったこういった無人航空機につきま

して、航空法におきましてどこを飛行して構わないか、どういった形態で飛行して構わな

いかという基本的な運用の方法について定めたものでございます。 

 真ん中あたりの概要のところに大きく２つ書いてございます。（１）と（２）でございま

すけれども、まず無人航空機の飛行に当たり許可を必要とする空域ということで、１つに

は空港周辺など、航空機の航行の安全に影響を及ぼすおそれのある空域については許可を

受けなければ飛行させてはならない、あるいは人または家屋の密集している地域の上空に

ついては許可を受けなければ飛行させてはならないという形になってございます。 

 （２）、飛行の方法でございます。無人航空機を飛行させる際は国土交通大臣の承認を受

けた場合を除いて以下の方法により飛行させなければならないということで、まず日中に

おいて飛行させなさい、それから目に見える範囲で飛行させる必要がある。さらに人また

は物件との間に距離を保って飛行させる必要があるといったことでございますが、安全確

保の体制をしっかりとった場合にはこれからさらに柔軟な飛行も、大臣の承認を受ければ
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可能になると、そういった形になってございます。こういった法律が今年９月に国会で成

立しておりまして、年内には施行される見込みになっているところでございます。 

 この無人航空機につきましても、先ほどめくっていただいた２枚目の紙に戻っていただ

きたいんのすが、（２）に導入に向けた課題ということで、下のほうに書いてございます。

１つ目は安全性の確保が当然の課題でございます。それに加えまして風とか雨といった天

候への体制がしっかりととられることがこれからの課題、さらには積載可能重量がまだま

だ小さいということでございますので、こういったさまざまな課題をこれからさらにクリ

アしながら、導入の可能性についてさらに検討を加えていく必要があるのではないかとい

うことでございます。 

 最後に後ろから３ページ目以降を開いていただきたいと思います。場所情報コードにつ

いてのご説明でございます。これは国土地理院さんで現在進めている制度でございますけ

れども、日本全国の空間を緯度、経度、高さによって分割して、それぞれに個別の識別コ

ードを振ることをやっていただいているところでございます。具体的には、全国を３メー

トル四方に区切りまして、それぞれに論理場所情報コードという３０桁程度の番号を振っ

て識別するものでございます。これは既に国土地理院さんのサイトにおいて登録するシス

テムができ上がってございまして、具体的にはその次のページの上の左、「ものを識別」と

書いてございますけれども、例えば駅のホームの柱にこの３０桁程度の番号を記憶させた

ＩＣタグを張りつける。そのタグをスマートフォンなりで読み込みまして、この番号は何

ですかと地理院に確認しましたら、これは東京の何とかという駅の何番ホームのどのあた

りですよということがわかりまして、さらにそれにひもづけされて、この柱の周辺にはこ

のような売店がありますよといった付加的な情報も引っ張ってくることができるものでご

ざいます。こういった日本全国の場所に識別コードを振ることで場所を特定することがで

きる仕組みが現在できつつありまして、こういったものも物流の世界で何らか活用が可能

なのかもしれないということで今日ご紹介させていただきました。以上でございます。 

【根本委員長】  ありがとうございました。それではヒアリングに入りたいと思います。

ご説明をいただく順番に、今日お越しいただいた方々をご紹介したいと思います。株式会

社日立製作所研究開発グループ基礎研究センタープロジェクトリーダー主任研究員、嶺様

です。 

【日立製作所（嶺）】  日立製作所の嶺といいます。よろしくお願いします。 

【根本委員長】  大塚倉庫株式会社代表取締役社長、濱長様です。 
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【大塚倉庫（濱長）】  大塚倉庫の濱長です。よろしくお願いします。 

【根本委員長】  川崎陸送株式会社代表取締役社長、樋口様。 

【川崎陸送（樋口）】  川崎陸送の樋口でございます。よろしくお願いいたします。 

【根本委員長】  同じく川崎陸送株式会社、京都営業所副所長、菅様です。 

【川崎陸送（菅）】  川崎陸送の菅と申します。よろしくお願いします。 

【根本委員長】  それでは４名の方から各社１０分程度お話をいただきまして、その後

質疑応答に移っていきたいと思います。それでは最初に嶺様、よろしくお願いいたします。 

【日立製作所（嶺）】  日立製作所の嶺と言います。私は研究所で人工知能の研究をして

おりまして、今日お配りしている資料は先月４日に人工知能の物流応用ということで発表

した内容でございます。今日はお手元の資料に基づいて弊社で開発しております人工知能

の技術についてご説明したいと思います。 

 タイトルにありますように、需要変動や現場の改善活動を理解して業務指示を行う人工

知能ということで開発を進めております。 

 まず背景と目的なのですけれども、ＩＴ技術がどんどん進歩するに従っていろいろな業

務システムがＩＴ化されるようになりまして、業務がどんどん効率化されている。ただし、

ここで効率化されている業務は一般的には定型化された業務であることが多くて、今後さ

らなる効率化のためには需要の変動とか、特に物流の場合ですと、現場で働いている方に

お聞きすると必ずしも決められたとおりに作業をしていなくて、現場の方の創意工夫に基

づいてされているということです。一方で、従来の業務システムはあらかじめ、例えばシ

ステムエンジニアさんが設計したとおりの手順で仕事をしてくださいと作業員の方にお願

いすることが多いので、現場の方の創意工夫みたいなものをうまく取り込めないかという

ことで研究を進めております。今回我々が開発したのは、そういった需要の変動ですとか

現場の工夫を理解して、最適な業務プロセスを導出する人工知能とはどういったものなの

かということを考えて開発した結果についてご報告いたします。 

 次のページが今回開発しました人工知能の物流応用へのシステムです。人工知能単独で

は何もできませんので、ページの中ほどにあります業務システム、これは物流の例で言い

ますと物流の作業指示を出すような業務システムになります。これに人工知能が密接につ

ながっておりまして、左上にあります、お客さんからこういった商品をどこどこの店舗に

いつまでに何個出してほしいという業務の依頼を出しますと、その業務システムが下にあ

ります人工知能に問いあわせて、過去の業務のビッグデータから適切な業務の作業の指示、
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どういう順番で作業をすると効率がいいか、ビッグデータの解析に基づいて行いまして、

それを右側にあります業務現場に出します。業務現場では、業務指示が生成した作業指示

に基づいてそのまま作業をすることももちろんございますけれども、先ほど申し上げたよ

うに独自の工夫を加えて、より効率のいい作業のやり方を考えたりとか、場合によっては

機械が出した業務の指示をヒントに、より効率のいい業務改善のヒントを加えて作業をす

るということがあります。業務現場で作業をした結果が業務の作業結果ということで、さ

らに人工知能のほうに、業務データといいますかログとして戻ってきまして、それをもと

にまたさらに人工知能もしくは業務のシステムが、より効率のいい作業方法を考えてまた

業務現場に戻っていく。こういう右側の矢印にありますようなループを日々繰り返してい

くことによって、人工知能も賢くなるし人のスキルも向上するといったシステムを開発し

ております。 

 次のページをご覧ください。こういったシステムを実現するための技術の中身を３つほ

どご紹介したいと思います。１つ目が人の創意工夫を理解して業務指示に反映する内容に

なります。中ほどの上に人工知能を使わない場合の例が書いてありますけれども、右側に

業務現場で、例えばこういった作業を一緒にすると効率が上がるという提案があった場合

に、従来ですとＳＥさんが業務システムに組み込まれているロジックを手で書きかえるこ

とが多かったのですけれども、そうしますとＳＥさんの手間がかかるので、そう頻繁に創

意工夫を現場のシステムに反映させることができないという課題がありました。今回我々

が開発しているのは、改善提案を文章に書き起こしていただくのではなくて、業務実績デ

ータ、作業を行った結果を数値データとして人工知能に食わせてやって、過去のデータと

相関分析をすることで、どうすると生産性が向上するのかを人工知能で導出して、それに

基づいて業務システムのロジックを書きかえていくという技術を開発しております。 

 次が需要変動に対応する技術になります。これも中ほどに人工知能を使わない場合なの

ですけれども、従来はシステムエンジニアさんが膨大な、数年分のビッグデータを解析し

て、例えば夏にはこういう商品が売れるでしょうとか、春にはこういったもののオーダー

が多いですよということに基づいて業務システムのロジックを組んでいたのですけれども、

昨年同月の需要どおりにならないことも昨今多くなってございますので、今回開発したの

は、日々お客様からいただいている業務指示に基づきまして過去のビッグデータを解析し

て、類似した過去のデータを選択・学習して、逐次プログラムを更新していくという技術

を開発しております。 
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 次のページをご覧ください。３つ目の技術ですけれども、こちらはさまざまな形式のビ

ッグデータを素早く取り込むということで、実は物流現場で使われている業務システムは、

一般的には表形式で与えられることが多いのですけれども、日々システムが拡張していく

ものですから、データベースの中に数字が追加されたり、文字列が追加されたりというこ

とが多くございます。従来ですとそれをいちいちシステムエンジニアさんが、データベー

スのここの部分は数字だから数字を扱えるようにシステムを拡張しよう、ここは文字列だ

から文字列を扱えるようにシステムを拡張しようとやっていたのですけれども、データの

規模が大きくなってくるとなかなか人手で解析することが難しいということで、今回我々

は、数字なのか、文字列なのか、記号なのかを自動判別する技術を開発することで、物流

で使われるビッグデータをそのまま人工知能に取り込みやすくするような技術を開発しま

した。 

 以上、ご説明したような技術を使いまして物流の生産性を向上するのですけれども、そ

の中身が次のページに書いてございます。中ほどに人工知能の絵がありまして、入力は何

かといいますと、左上に業績ということで、これはお使いいただく事業者の方が決めるの

ですけれども、物流の場合ですと例えばコストですとか生産性みたいなものを決めていた

だいて、それとは別に、下にあります行動、運営、業務環境というのは、例えば物流です

と物流の倉庫とかトラックとかの人の動き、ものの動き、お金の動き、利益に関係すると

思われるとても細かいデータをとにかく集めてきます。この業績とそれ以外に関係するか

もしれないものを入力してやると、人工知能の中で何をやっているかというと、ビッグデ

ータ同士の相関分析を行いまして、どういった要因が業績アウトカムに相関が高いのかを

自動的に導き出して、その方程式をもとに施策を導出するということをやっております。 

 次のページにありますのが、こういった人工知能を物流倉庫作業へ実際に適用してみた

例です。本日ご紹介する例は物流倉庫内の集品作業、ピッキング作業に人工知能を使った

場合にどれだけ作業時間が短縮できるかということです。入力は作業の指示データ、お客

さんからこの商品をどこどこに何個持ってきてほしいというものに基づいた作業指示のデ

ータになります。作業生産性実績データとありますのは、作業員の方が倉庫の中でどうい

った作業に対してどのぐらい時間がかかったか、どの手順でやってどのぐらい時間がかか

ったかという実績のデータになります。出力は、作業効率が作業時間と特定の棚の混雑と

相関があることをこの人工知能は導き出しまして、ある特定の時間帯にある特定の棚に人

が集まると、混雑が発生して作業が滞るということを導き出しまして、それではというこ
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とで、この最適化とあるのは作業の順番を適切に入れかえることで渋滞を緩和するという

ことをやりました。 

 次のページにありますのがシミュレーションの結果と実際の評価です。上のほうにあり

ますのが、割愛させていただきまして右に棒グラフがありますけれども、従来、人工知能

を使わない場合が赤いグラフで書いてあって、仮に作業時間を１とすると、需要変動非対

応の技術ですと２６％ぐらい減りまして、さらに需要変動に対応するような機能も入れて

いくと３６％ぐらい下がることがわかっています。これを実際の日本の国内のある倉庫で、

このシステムを物流倉庫管理システムにつないで実証実験をいたしましたところ、人工知

能を使わない場合に比べて８％ぐらい作業効率が改善したことが確認できております。シ

ミュレーションの場合はもっと大きく効率が改善しているのですけれども、この差は、業

務現場ではいろいろな現場の制約があるので、それが主な原因だということがわかってご

ざいます。 

 ここで簡単なデモをご覧いただきたいと思います。こちらのスクリーンでご覧ください。

こちらは物流倉庫内の作業員のシミュレーターになっていまして、上から倉庫内を見た俯

瞰図になっておりまして、左側が人工知能を使わない場合の倉庫の作業員の動きで、青い

丸が人１人１人の作業員の動きになっています。ここがスタート地点で、ここから各棚に

向かって商品をピックしてまた戻ってくることを繰り返していく。左側の例ですと、人工

知能を使わない場合ですと赤い丸のところが渋滞が発生しておりまして、ここに人気商品

があることを人工知能を使わない場合は検出できないので、ここで作業の待ちが生じてい

る。人工知能を使いますと、完全に渋滞を回避はできないのですけれども、ここでよく人

気商品が出ていて渋滞の原因になるということで、ここの棚にいく作業の順番を分散させ

ることで渋滞が緩和されていくことになっています。 

 それではお手元の資料に戻りまして説明いたします。我々は物流向けに今回実証実験を

したのですけれども、それ以外にも金融とか、交通とか、製造とか、いろいろなシステム

で実証実験を続けていきたいと考えております。 

 最後にまとめなのですけれども、需給変動とか現場の作業員の創意工夫を取り込んで業

務指示を行う人工知能を開発しました。今回は実際の物流の倉庫でこの人工知能を組み込

みまして作業効率が８％向上することを実証することができました。以上です。ご清聴あ

りがとうございました。 

【根本委員長】  続きまして、ちょっと待ってください。大塚倉庫、濱長社長様、よろ
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しくお願いいたします。 

【大塚倉庫（濱長）】  それでは準備していますけれども、お手元に資料があると思いま

すので、先に私からご説明したいと思います。改めまして大塚倉庫の濱長でございます。

よろしくお願いいたします。 

 １枚目に大塚倉庫の概要を書いております。大塚倉庫というのは大塚ホールディングス

が親会社にありまして、大塚製薬、大鵬薬品等、主要会社６社がぶら下がっていますけれ

ども、それの物流事業会社という位置づけであります。昨今は当社のグループ商品と他社

商品と一緒に共同物流を進めていこうということで、共通プラットフォームと呼んでいま

すけれども、展開している会社でございます。 

 本日の内容でございますけれども、ＩＴを活用したオペレーションの仕組みということ

で、ＩＤ運輸というものを開発して今実行しています。ＩＤ運輸とは何かというと、野村

さんのＩＤ野球からパクりまして、物流業界は、私もそうなのですけれども勘と経験でや

っている人が偉いみたいな風潮がずっと、当社にもありまして、ここを脱却しない限り先

に進まないということで、ＩＤ化を進めようというのがもともとありましてＩＤ運輸を開

発したということでございます。 

 当社は、実はトラックは一切持っていません。全てパートナーさんと契約して運んでい

ただいている。当社の考え方としては、ものを持つのではなくて仕組みで解決していこう

と。グループのメーカー物流という機能がありますので、メーカーとして仕組みで解決し

ていこうと。この資料は何が言いたいかといいますと、物流にはいろいろな波動がありま

す。物流に関してはこの波動を埋めることが物流の効率化を生むと考えていまして、共同

化というのも、ちょっとマニアックな話になるかもしれませんけれども、当社では主力で

ポカリスエットというものがありますけれども、ポカリスエットは夏と冬では波動の差が

６倍ぐらいあるのです。６倍の波動があるということは、倉庫を年中埋めるのは大変なこ

とが起こるということで、その波動を埋めるために逆の季節のいろいろな商材がないかと

いうことで他メーカーさんとやってきた。こういう波動を埋めることで効率化することを

追求してきた会社であります。 

 そういう中で、今回ＩＤ運輸のお話ですけれども、そこにいく前に、新たな波動を、こ

れは前から知っていましたけれども、物流業界ではこれは非常に大きな問題かなと思って

います。僕らが他社メーカーさんと共同化を進めていくことは非常にいいことだと思うの

ですが、このグラフは当社の大塚グループの医薬品の納品時間を横軸にとっていますけれ
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ども、ボリュームを書いています。ほとんどが午前中納品なのです。昼からはとっていた

だけないのです。これでは外販メーカーさんを取り込んで共同化を図っても実は何が起き

るか。この波動の山が大きくなるだけなのです。ということは、ちょっと限界を感じるな

と我々としては思っていたということです。 

 じゃあどうするのかということで、簡単に言えば卸さんに話をして、昼からとってくだ

さいね、リードタイムは翌日納品で昼からとってくださいということは過去何年も前から

ずっと推進はしてきましたけれども、なかなか、メーカー側の要望や卸側の荷受けの状況

を踏まえて進まない状況であった。ところが我々が刺激を受けたのは、昨今、Ｂ ｔｏ Ｃ

の世界では市場規模が非常に増えていっていることがありますし、リードタイムが当たり

前のように当日届けると。私も単身赴任ですからよく食べ物とか日用品を買いますけれど

も、すぐやってくる。なぜ、Ｂ ｔｏ Ｂの僕らの仕事の世界では翌日納品にこだわってず

っとやっているのかというのが、もともと疑問にありました。そういう中で、Ｂ ｔｏ Ｂ

もＢ ｔｏ Ｃも同じ物流で、何も変わらないわけですから、何が違うのかということを考

えるときに、受注の締めを考えたのです。これはちょっと見づらいのですけれども、上段

に、通常は今Ｎ日の１２時、お昼に大体最終締めを受けまして翌日の午前中に１００％納

品することをやっていますけれども、午後納品を推進していくためには僕らが１２時まで

待つ必要があるのかと。１２時に全体ボリュームの何％の受注が来ているのかを調べても、

ほぼ１０時や９時には８割、７割は受注のオーダーをメーカーにいただいているわけです。

ということで、１２時まで待つことで作業を昼からに集中させているのは自分たちの問題

だと。メーカー側の問題ではないかということを今回捉えて、実は２段階のバッチ処理に

したのです。１０時にまず締めまして、１０時に締めたものは当日午後納品しますという

ことを僕らは卸さんやメーカーさんに説明した。新しいサービスとして当日の午後納品。

追加したければ昼までにもらいましたら翌日納品できるではないかということをお話しし

て、全体ボリュームを午後に５０％シフトしたいというのを当初狙って、僕らは進めてい

ったということです。 

 そういう中で、すんなりいったかというと、いかないです。それはなぜかというと、僕

らはパートナーさんに運送契約はしていますけれども、僕らが当日の午後納品を進めるこ

とで、パートナーさんはちゃんと行くという義務がありますから、これで増車をされたら

僕らはたまったものではないと思ったわけです。ドライバー不足を解消したいというのが

もともと僕らの狙いではありましたので、朝行った仕事の終わった車で必ず午後行くとい
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う組み合わせをやりたかったのが１点。それから僕らはメーカーとしては安定供給という

のは最低限必要ですから、当日納品をやりますといっても波動があるわけです。物流には

日、月、年間を含めていろいろな波動があると思うのですけれども、その波動に耐えなけ

ればいけないということと、パートナー会社の話を聞くと、配車時間が３時間も４時間も

かかるのだよねという話はずっと聞いていましたので、ここをできるだけ短縮して配車で

きるシステムが要るのではないかということを僕らの課題として取り上げました。 

 そういう中で、当初、トラックを持っていない僕らがどうして配車システムに取り組ま

なければいけないのかという思いも若干、社内では議論もありましたけれども、とはいえ、

僕らはメーカーとして安定供給をするためには、当社のパートナーにそれぞれＩＴ化を進

めてくれといっても難しい。だったら当社が代表して開発してしまって、パートナーに使

っていただこうというのが我々の考えです。 

 ここで実際にＩＤ運輸のシステムを見ていただきます。当社の村田が説明します。 

【大塚倉庫（村田）】  今回ご紹介いたしますＩＤ運輸の特徴の１つといたしましては、

スマートフォン、ｉＰｈｏｎｅを配送車両１台につき１台搭載いたします。専用のアプリ

ケーションを開く形になるのですけれども、このアプリケーションを見ることで当日の納

品先の情報とか、納品先ごとにあるローカルな情報、例えば受付は２階で済ませて納品は

１階で済ませましょうといったものを確認することができる機能となっております。また、

このスマートフォンに搭載されているＧＰＳを集約して、オフィス側でも車両の動態管理

ができるようなシステムがございますので、そちらのデモ画面をご紹介いたします。 

 こちらが実際のシステムの画面です。赤色の車両のマークが、もう既に本日の納品状況

になっておりますので、納品が完了している車両。緑色がまだ現在配送中の車両をあらわ

しております。これが、車両に１台ずつスマートフォンを搭載して、そのＧＰＳ情報を表

示している形になっております。また、これは１台１台の配車情報と連携しており、例え

ば任意の車両をクリックいたしますと、ここにこういった形でステータス情報が表示され

ております。この列には現在クリックしている車両の配車情報、軒先の情報が表示されて

おります。またここで完了・提供と書いておりますのは、その日の納品が完了しているか

どうか、着荷確認ができるシステムとなっております。またこちらには完了時間や到着予

想時刻を表示しているつくりとなっております。この情報を運送会社、弊社大塚倉庫及び

荷主様、メーカー様と共有することによって卸様からの問い合わせ状況、問い合わせ業務

のスピーディーな解決であったり、２回転目に使える車両、何時ぐらいに帰ってくるのか
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という予測にこういった情報を活用しております。 

【大塚倉庫（濱長）】  ありがとうございます。これをいきなり全国展開はできないので、

関東のパートナーさんとタイアップしまして、テストを繰り返してきました。この資料が

そうです。皆さんから見て左側、車両台数の推移ということで、先ほど日立さんのお話の

中にもありましたけれども、当初、導入は非常にてこずりました。今まで勘と経験でずっ

とやっているものですからなかなか信用してもらえないということがありまして、最初は

データを蓄積しない限り前に進んでいかない。実はデータを蓄積して、パターン分析を裏

側でしているのです。結果、右側の表は配車時間が３時間、４時間かかっていたのが今は

２０分でできるようになった、これで当日配送もできるだろうということで踏み切ったと

いうことです。 

 実際に今年１月から、医薬品だけですけど当日配送を実施しようということで、配完情

報をリアルタイムに連携し、当日受注にも対応していったということです。 

 実際、納品時間帯別の出荷波動がどうなったかですけれども、１月から３月までの実績

で、４月、５月、６月はまだとっていませんけれども、半分半分になったということで、

このパートナーさんは今利益が改善しているのではないかと思っております。 

 これは実際、お名前は言いませんけれども、運送会社さんのトラックの回転率です。過

去は、大塚から仕事をもらっても１.３回転しかできなかったのが約１.７回転に上昇した

ということでございます。 

 これを４月以降、全国に広げようということで、この日本地図で色が塗られているとこ

ろがＩＤ運輸のｉＰｈｏｎｅを入れて実施していただいているところです。 

 今回配車システムを当社が開発して導入したのですけれども、これではまだ当社の狙い

としては半分ぐらいだと思っています。何かというと、メーカー物流には専用伝票という

のが荷主ごとに必ずあります。いくらＩＤ化をしても最終的には配車マンは何をしている

かというと、かるた取りをしているわけです。僕らとしてはルールをちゃんと変えたいと

いうことがありまして、伝票をなくしたいという思いがあります。この配車システムに伝

票を表示させて、受領印もここにサインをしていただく。受領印管理だって、紙で戻って

きて紙を保管している、管理するわけですね。この手間は非常に人もかかりますから、最

終的にはペーパーレスということで、実はシステムはもう完成していまして、今から全国

に広げていこうとしている最中であります。以上です。ありがとうございました。 

【根本委員長】  ありがとうございました。続きまして川崎陸送株式会社、樋口様、菅
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様、よろしくお願いいたします。 

【川崎陸送（樋口）】  川崎陸送の樋口でございます。これから、先進的事例というと面

映ゆいのですが、私どもの倉庫でかねてよりやっております受付のシステムと予約をとる

という、実は欧米ではごく当たり前で、先進国の中で配送センターで予約をとらないのは

日本ぐらいで、全く先進的じゃない事例をご紹介いたします。 

 そもそも昔から、何でこんなに待たせているのだというのがございます。欧米の事例を

見ますと、景気がよくて人手不足だということもあるのですが、人手不足の対応は、さっ

きの大塚倉庫様じゃないですけれども、資材を高回転させれば当然ネットの台数は少なく

て済むことから、いかに２回転３回転させるかということです。そのためには予約をとる。

先を見た仕事をする、仕事の見える化を図っていくことが大事なのですけれども、これが

日本の場合なかなかできない。逆に予約のシステムと連動させますと、既に世界ではすご

いことが起こっておりまして、ターゲットというアメリカのディスカウントチェーンがご

ざいます。あちらは店が閉まりますと全米の２,４００店舗の配車のデータをインドに回し

て、アメリカの夜中にインドで配車しております。午前４時になりますと配車データが全

部いきまして、各運送会社には何時に入れという予約データという形でいく。そういう時

代になっていまして、待っているとか待っていないとかいう話ではなくて、２４時間使っ

ていって資産を高回転させることが動き始めている。そういう中で我々も追いついていか

なければいけないということなのです。 

 実は私ども、埼玉県にある倉庫と今日ご紹介する京都と、両方、お菓子と、こちらは清

涼飲料水を扱っていますが、恥ずかしいことに私どものドライバーに聞きましたら、一番

行きたくない倉庫はこの京都の営業所でございました。待たされる、夏の繁忙期に６時間、

７時間待ちが当たり前という、それだけ待たせてしまっていたということが反省材料とし

てあります。 

 そこで受付のシステムをつくったのですが、まず最初に、既に海外では当たり前になっ

ている予約、ＴＭＳ、Transportation Management Systemというものがあります。これは、

今日どこどこの倉庫に入ってくる車両の一覧、予約で入庫できるのか出庫できるのか、パ

レットを何枚積んでいるか、運送会社だとか、荷主名も、オムロンとかハーシーとかその

まま入っていますが、海外では当たり前になっております。アメリカやヨーロッパでは既

にいろいろな予約のシステムがあるので、統合してシングルウインドー化しなければいけ

ないねという問題にもなっています。日本の場合はまだまだ予約をとることすらやってい
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ない現状でございますので、今日は我々の取組をご紹介したいと思います。 

 我々がこれからご説明するのは、実際に何がどのぐらい待たされているのかを見える化

していくということなのですが、その場合に、ただ待たされるというのは、受付をしてか

ら作業、積み込みから、あるいは降ろす作業が始まるまでを待機時間と呼んでいます。そ

れから実際に作業が始まって積み込んだり降ろしたりするのが作業時間。この両方を所要

時間と称しまして、所要時間全体を短くすることによって回転を上げていく。実際には２

４時間待ちなんていうしゃれにならないのが本当にございます。大井のコンテナ埠頭では

６時間、７時間待ちは当たり前ということもありますけれども、３時間、４時間なんてい

うのは世間ではごく当たり前ということで、それだけ大事な資産がとまってしまっている

ことをご理解いただきたく、まさにこの部分をデータとしてきちんとつかんで、倉庫側で

何をしたら車両が回転するのかを明らかにしていくという取組でございます。 

 最初に、トラックが到着いたしましたら、受付、こういう画面が出てまいります。入庫

に来たのか、あるいは当日の出庫に来たのか、明日の積み込みに来たのか、その両方なの

かをポチポチとタッチスクリーンで、こういう形で押します。そうすると自分の名前が出

てきて、登録してあった携帯番号とか確認して、何時ごろ呼び出しますよということが出

てくるんですが、こちらが待機場所で待っている間、お茶を飲んだりたばこを吸ったりと

いうことですが、飛行機の出発の順番のように、自分の名前がどんどん上に上がっていき

ます。終了した車はどんどん消えていきますので、俺は何番目だなということがわかって、

あと三、四十分かかるかなとか、１時間かかりそうだなということがわかるということで、

自分の順番がある程度わかるようにするのも１つ大事なことだと思っております。そして

誘導されて、積み込みをして、終わりますと当社の作業員が現場の端末に入れて、ここで

作業が完了で最初からの所要時間が全部記録される。それを分析することによって朝の何

時が混んでいるか、夕方の何時がすいているとか、それによって人員配置を季節ごとに変

えていこうという取組をこの７年ぐらいやってまいりまして、予約については埼玉県は一

昨年の３月からやっております。今日発表いたします京都は今年の４月ぐらいから検討を

始めて、実際にスタートさせて、今日までいろいろ試行錯誤しながら来ているということ

を当社の菅からご説明いたしますので、よろしくお願いいたします。 

【川崎陸送（菅）】  では、今年４月から京都営業所で取り組んでいる受付予約について

ご報告いたします。よろしくお願いいたします。 

 まず初めに、久御山倉庫の荷役の流れについて簡単にご説明しておきます。こちらのグ
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ラフですけれども、久御山倉庫の１日における入出庫の受付台数を時間別にあらわしたも

のです。青い部分が出庫、赤い部分が入庫になっています。ご覧のとおり久御山倉庫は同

じ荷さばきホームで入出庫が同時進行で行われる荷役形態となっておりまして、１日で平

均入庫が６０台、出庫が１００台のトラックが出入りする倉庫となっております。弊社で

はその台数の入退場を、冒頭で説明のあった受付システムで全て管理しておりまして、今

回の資料のデータもこのシステムより抜き出しております。 

 早速ですが、受付予約の効果を先に説明いたします。このグラフは昨年と今年の１月か

らのトラック１台当たりの所要時間の推移をあらわしています。今年の４月から受付予約

の取組を開始しまして、４月から５月を第１ステージ、６月、７月、８月をそれぞれ第２

ステージ、第３ステージ、第４ステージと４つの段階に分けて見直しや工夫を繰り返しな

がら取組を進めてまいりました。その結果、４月までは昨年を超える形であった１台当た

りの所用時間が、４月に受付予約を始めてからは前年を下回る形となりまして、飲料の最

繁期である７月、８月では前年から約半減という大きな効果を得ることができました。 

 こちらは８月における待機時間ごとの入出庫の車両台数をパレート図にあらわしたもの

です。左側が２０１４年、右側が２０１５年のデータです。その結果、昨年は待機時間１

時間以内の車両が全体の７６％だったのに対し、今年は受付予約を実施したことにより、

９０％以上の車両が受付後１時間以内に積み降ろし作業に入れる形になりました。さらに、

昨年は約４００台いた待機時間５時間以上の車両が、今年に関してはゼロという点も注目

すべき点となっております。それに伴い、最大待機時間・平均待機時間も、昨年の実績か

らそれぞれ約７割短縮する結果となりました。 

 受付予約ですが、車両待機だけではなく、倉庫側の生産性向上にも効果が出ております。

受付予約を行うことで何を積んだ車が何時に入ってくるかという情報が事前にわかること

から、これまでは受け身だった入庫作業を計画的に行うことができるようになりました。

こちらは久御山倉庫の接車ホームの平面図です。予約の内容に伴い、荷役動線が最短にな

るホームへ車両の誘導ができるようになり、また人の動きも、予約の内容をもとに前もっ

て受入準備ができる体制となったことから、１人１時間当たりの取扱数量が７月では前年

比２６％増、８月では６６％増という結果になっています。 

 この受付予約の目的の１つは、一定時間に集中する車両を分散させることです。画面上

のグラフ、こちらは昨年と今年の８月の受付台数を時間ごとに集計したものになります。

昨年は早朝の４時から６時と午後の１時から２時に受付集中の山がありまして、逆に午前
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中の８時から９時に受付台数が減るという谷ができていたのですが、今年は予約による車

両の分散化を行ったことで時間帯の山や谷が緩和される形となっております。この分散化

を進める上で、夕方の入場をあっせんするために、１５時以降の予約をしたドライバーに、

ポイントがたまるとクオカードがもらえるスタンプカードを、こちらは期間限定になるん

ですけれども配付したり、フェイスブックやラインアットといったＳＮＳを活用し、リア

ルタイムの構内状況をドライバーに配信することで構内混雑時の入場を緩和させようとい

う活動を行ってきました。こちらの配信は現在も継続で行っておりまして、ラインアット

に関しては順調に、現在もフォロワーが伸びている状況です。 

 これまでご説明した受付予約ですけれども、実は現時点では久御山倉庫への入庫車両だ

けを対象としております。受付予約の運用としては、この資料にありますように、電話と

手書きという最もアナログな方法で現在行っております。現状の受付方法は、受付時間を

着日前日の１４時から１８時と、着日当日の午前９時からとしておりまして、まずドライ

バーに、積地出発時に電話で久御山倉庫に予約の申込みを行っていただきます。その電話

を受けた弊社オペレーターが予約状況を見ながら予約シートに記入、その内容を現場作業

者へ連絡するという流れです。そのため入庫に比べて台数が倍以上になり、納品先や道路

状況によって着時間が左右されやすく、かつ納品先が近畿エリア、近隣のため、予約の電

話をしてから着までのリードタイムが短い出荷車両にはまだ予約制を導入できていないの

が現状でありまして、出荷車両への予約制の導入が今後の課題となっております。 

 最後に、この受付予約を利用したドライバーさんの声をまとめてみました。最新の意見

をお届けしたいということで、調査日は１０月９日、３４人のドライバーに聞き取り調査

を行っております。この結果、待機時間が短くなったと感じるドライバーさんが６２％、

受付予約は便利と感じるドライバーさんが４４％、受付予約に満足しているドライバーさ

んが３５％、受付予約は今後も必要と感じるドライバーさんが８５％となりました。現在

アナログで運用しているため利便性も低く、実際にドライバーさんからは、予約の電話が

なかなかつながらないというところ、現在フリーダイヤル２回線で対応していますので、

そこがまず一番のドライバーさんの不満点。あとは着車の台数に対して予約枠が少ないと

ころから不満点が出てきているのですが、必要性の面を見ると８割以上のドライバーが今

後も必要と感じておりまして、実際にドライバーさんから、休息時間がしっかりとれると

か、予約をしていると安全運転につながるとか、疲労軽減の意見も上がっておりまして、

今回の予約の取組のきっかけである、倉庫としてドライバーの負担を軽減するという点で
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は、現在の取組は将来に向け大きな可能性を含んでいると思います。 

 今回の取組で車両の到着時間の見える化が可能となりまして、先を読んだ仕事ができる

ようになることはわかったのですが、作業者の能力のばらつきや、パレットやばら積みと

いった荷姿形態の多様化によりましてどうしても作業の平準化を図ることができなくて、

そこが一番システム化への障害になっております。ただ、現在のアナログ運用ですと、今

申し上げたとおり限界がくるのは目に見えておりますので、この障害の部分を今後克服し

ていきまして、さらなるネット予約等のＩＴ化につなげていきたい、そのためのテスト、

準備ということで今回の活動を継続してさらに取り組んでいきたいと考えております。以

上で受付予約の報告を終わります。ご清聴ありがとうございました。 

【根本委員長】  ありがとうございました。国土交通省の説明を含め４件の報告がござ

いました。それではご自由にご意見・ご質問などをよろしくお願いいたします。 

【岡田委員】  川崎陸送さんにご質問いたしますが、予約のタイミングはいつごろから

いつごろまでですか。事前に、例えば携帯とかスマホみたいなものでも予約はできるよう

になっているのでしょうか。 

【根本委員長】  それ、まとめて。ほか、いかがでしょうか。 

【羽藤委員】  国土交通省さんのＵコードについてですけれども、２４ビットで０.１秒

で、大体３メートルピッチで座標をということだったのですけれども、日立さんのお話を

聞いていると、倉庫内の位置は３メートル・３メートルよりももうちょっと狭かったりす

るのかなとか、むしろ都市間のトラックの輸送の位置座表みたいなものは単純にＧＰＳの

緯度・経度で管理されるのかなという気もして、Ｕコードというのはかなり大きなスケー

ルの移動と都市内のスケールと、倉庫内の移動の中の位置決めと、どういう形で利活用し

ていくお考えなのか、お聞かせいただければと思いました。 

【根本委員長】  ありがとうございました。どうぞ。 

【朝倉委員】  大変興味深く拝聴しました。日立さんと大塚倉庫さんは多分非常に関連

していると思って聞いていたのですけれども、おそらく倉庫内、あるいは工場の中、ある

いは工事現場の自動化が、やがては町に出るというイメージだと思うのですね。そのとき

に、倉庫内の自動化のときに動いているエージェントは作業員さんですか、それともあれ

も自動化されているのでしょうか。もし作業員さんが動きをやっているのだったら人工知

能と作業員さんのインタラクションみたいな問題も当然出てきて、それはおそらくその後

の、大塚倉庫さんの部分でもドライバーさんとシステムとの間の相互関係、つまりドライ
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バーさんはシステムから言われた指示どおりに動かないといけないのか、あるいはドライ

バーさんにある程度の裁量が任されているのか、おそらく倉庫の中もそういった問題があ

るだろうと思うのですけれども、そういった問題は特に今のところ問題になっていないの

か、これからそういったシステムが町へ出ていって実際いろいろ使われるようになる上で

はそこが結構クリティカルな問題になるのか、ご意見があれば教えてください。以上です。 

【根本委員長】  ありがとうございます。いかがですか。 

【小林委員】  ３件すべて共通の課題ですが、荷主から発生する貨物はコントロールで

きない、発生貨物を与件としてお考えになっているのでしょうか。あるいは荷主から出る

荷物も全体を含めて最適化の可能性があるのか教えていただきたい。 

【根本委員長】  ありがとうございます。私もちょっと簡単な質問なのですけれども、

日立さんの、みんなが同じところにとりに行くとそこで混雑が生じるということですけれ

ども、いろいろな解決策があって、時間をずらしてとりに行く、置くのを分散させる、そ

れからたくさんとりに行くものは大量に置いておくとか、そういうものはいずれにしても

人間のほうでいろいろな制約条件、こういう条件の中で考えてみなさいということをやる

わけですよね。その辺のフレキシブルにやれる範囲をどのようにして広げていけるのか、

どこまで考えてもらえるような仕組みにするのか、そこら辺の展望を教えていただければ

と思います。それでは順番にお願いします。 

【日立製作所（嶺）】  ご質問ありがとうございます。まず１つ目の、倉庫内、倉庫外を

含めまして人とのインタラクションの部分ですけれども、今回ご紹介した事例につきまし

ては、細かい話になってしまうのですけれども、作業員の方に倉庫の中を１周回ってきて

戻ってくる一連の作業の指示書を渡して、そこの中はどう回ってもいいという形にしてお

ります。だから、作業員のインタラクションという意味で言うと、作業指示書は紙で出て

くるのですけれども、それをもらって、そこの中に含まれている棚の番号を人間が見て戻

ってくる、その１回になります。もちろんもっとＩＴ化が進んでいるような倉庫につきま

しては、タブレットを使って、１カ所１カ所こういう順番で回っていくと効率がいいです

よというものを見せるような倉庫もあり得るかと思います。 

 荷主からの貨物を含めた最適化ですけれども、今回ご紹介したのはお客さん、荷主から

のオーダーがあった後をいかに人工知能で効率化するかという話なのですけれども、それ

とは別に予測するようなシステムが動いておりまして、今回ご紹介していないのですけれ

ども、それに基づいて当日の作業員の数を増やしたり減らしたり、トラックの数を増やし
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たり減らしたりということは別途やっております。 

 今回ご紹介したのは、渋滞を減らすということを人工知能で導き出したのですけれども、

それ以外にご指摘いただいたとおり、棚のレイアウトを変えるとか、人気商品の棚を広げ

ることも考えられるんですけれども、人工知能にはそういった事前知識みたいなものを入

れなくて、棚のレイアウトを変えるのがいいのか、作業の順番を入れかえるのがいいのか、

あらゆる条件を入れた場合に最も作業効率に影響を与える因子が作業の順番を入れかえる

ことということが今回の場合でも出てきたので、別の倉庫、もしくは別の商品を扱ってい

るような事例ですと、作業の順番を入れかえるよりもレイアウトが先だと人工知能が導き

出せば、それを先にやることになると思います。 

【根本委員長】  ありがとうございました。続いてお願いいたします。 

【大塚倉庫（濱長）】  もともとＩＤ運輸については、ドライバーにｉＰｈｏｎｅを持た

せるというイメージではなくて、僕らはそれを禁止をしていて、トラックにｉＰｈｏｎｅ

を常設するのがルールになっています。何をやりたかったかというと、ドライバーと配車

している人間とのギャップをつかみたかったのです。僕らはドライバーさんとも話をしま

すけれども、ドライバーさんが末端情報を一番わかっているわけです。ところが机上で配

車する人とドライバーとのギャップの洗い出しをしたくて、洗い出しをすることで、配車

の日々の作業効率はパターン分析さえすれば簡素化できるだろうという狙いがもともとあ

ったということです。 

 それと、荷主の貨物を変更できる可能性はというのは、これは僕らとしては大塚グルー

プの物流を担っているという使命がありますので、ドライバー不足というのはメーカーの

責任が非常に大きいのではないかと思っていまして、商流の部分と物流の条件は、僕らが

声を上げて変えていかないと今の常識のままでは破綻すると思っていますので、メーカー

として条件の緩和を進めていきたいと思っています。以上です。 

【根本委員長】  ありがとうございます。 

【川崎陸送（樋口）】  まず予約のタイミングでございますけれども、入庫も出庫もそう

なのですけれども、具体的にはどこから来るかというのは、距離が違いますので、例えば

鹿児島から来る車と大阪から来る車では出発する時点が違いますので、入庫の予約をとる

というのは遠くから来るトラックほど有利になるのですね。先に積んでいますから。これ

はいたし方ないことだと思っています。もう一つは逆に、一番大きな点は時間指定で何時

までに来いというやり方と大きく違うのは、倉庫側と荷受側の都合でやるのではなくて、
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途中で渋滞とかいろいろな季節的な影響もありますから、やはり予約という形にして、何

時なら入れるということでトラックの回転率を上げる。そうしないと、何時に来いと言い

ますと、たとえ３時間前に着いていても待機しなければいけないということで、アセット

が完全にそこで死んでしまう。ですから、予約のタイミングについては、どうしても距離

とか渋滞とかありますけれども、ドライバーがこの時間なら来られるというところを予約

して確保してあげることが安全運転というか、急がなくても済むというか、焦らなくても

済むことにもつながると思います。ですから、荷主さんからの協力は、多分出た時点でア

ドバンスド・シッピング・ノーティス、ＡＳＮという、事前に貨物情報をデータで送るこ

とはできると思うのですが、途中で事故がある、東名が工事をしている、何かあったとか

いうことがありますから、そこでドライバーの自主性というか、自由度を持たせるという

意味では予約の制度は必要だと思います。それからタイミングも一律にはできませんけれ

ども、遠い人ほど不確実性が増えてまいりますので、そういう意味で予約をキャンセルし

たり変更したりということもある程度させる。 

 もう一つ、私どもが注意しているのは、ドライバー個人からの予約しか受けないという

ことです。配車マンがやると旅行代理店みたいなものが出てきて、まとめて全部ください、

あとで投げるというのが出てきますので、これは全部ドライバー個人ということを最初に

やっております。以上でございます。 

【根本委員長】  ありがとうございます。先ほどの緯度・経度・高さの話がございまし

たね。 

【島田物流政策課長】  Ｕコードの関係ですけれども、３メートル四方のものでありま

したら都市内物流が一番親和性があるのかと思っているのですが、３メートル四方の中を

さらに６３の個別点に分解してそれをさらに登録する方法があるようでございまして、今

日国土地理院の方に来ていただいていますので簡単にお話しいただけますでしょうか。 

【永田国土地理院測地部計画課技術専門員】  国土地理院の永田と申します。よろしく

お願いします。今のご説明にあったとおりで、場所情報コードについては大きく分けて２

つありまして、１つは初めからこの空間をメッシュで区切ったような形、ある種住所のよ

うなイメージなのですけれども、それで緯度・経度と、あと特徴的なのは標高ではなくて

階層です。例えばここであれば３０メートルとかではなくて１１階ということでコードで

あらわしています。そういった意味では都市間の大きな物流の中でもある種住所のように、

しかも階層を個別に指定できますので、そういった面ではとても親和性が高いのかなと。
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入口と出口をしっかりそうやって指定することによって、途中の流通の過程でも、その位

置情報をどのように、どのルートで配送するのが一番効率的かという解析もおそらくでき

るのかなと思っています。 

 もう一つが、論理ということで初めから枠が決まっているものとは別に、個別にコード

を振ることができます。それが先ほどおっしゃった６３個なのですが、例えばスプリンク

ラーとか、電気とかいったものに個別にコードを振ることはできます。それもコードを振

った時点では３メートルの論理場所情報コードと同じ中で振られるのですけれども、実際

は下４桁まで、つまり３センチまで位置情報を付与することができます。ただ、それはコ

ードだけでは読めずに、データベースに読みにいって情報を得ることもできますので、正

確に言えば使い方によって論理場所情報コードで住所のように使う、これは発行を受けず

に、普通の住所と同じように誰でも自由に使えるものですし、個別に特定のものに対して

コードを与える。しかもそれであれば、さらにプラスの情報をデータベースから引っ張っ

てこられる。そういう使い方を行うときにはその個別のコードを、これは今国土地理院が

やっていますけれども、受付発行。このコードは必ず一意です。使い捨てですので２つは

出てきません。ただし１つの空間に６３個まで。というのは、これは今我々でつくってい

るガイドラインとか仕様の中でのルールということでやっていますので、詳しいところは

わからないのですけれども、もしかすると大塚さんとか川崎さんのＩＴの話の中で論理場

所情報コードが使えるのではないか、日立さんのＡＩの世界においても、例えば位置情報

を踏まえて何かより高度な解析ができるのではないかというところは伺っていて思ったと

ころです。以上です。 

【根本委員長】  よろしいですか。今日いい出会いができたかもしれませんので、これ

から国土地理院さんと連携されて、開発をまた進めていただきたいと思います。 

 皆さんのご協力によりまして大体時間どおりに今日の合同会議を終了することができた

と思います。どうもありがとうございました。それでは事務局にお返ししたいと思います。 

【事務局】  根本委員長、ありがとうございました。事務局からは２点、連絡です。本

日の議事録につきましては、後日委員の皆様に送付させていただきましてご了解をいただ

いた上で公開予定でございます。また、本日の資料はそのまま置いていっていただければ、

後ほど郵送させていただきます。以上をもちまして本日の小委員会は全て終了となります。

本日は誠にありがとうございました。 

―― 了 ―― 


